
 1

Ｑuality Ｏf Ｍobilityの地域間評価に関する研究* 

A study on Evaluation of Differences in QOM of Region* 
 

 

栄徳洋平**・溝上章志*** 
By Youhei EITOKU**・Shoshi MIZOKAMI*** 

 

 

１．はじめに 

 

道路整備に関する評価方法として、交通量や移動速

度等の交通解析上の量的な指標のみで道路整備を評価す

ることは、不十分である。本来、個人の生活が豊かにな

り、国民全員の生活レベルが向上していることを評価で

きることによって、初めて、その施策の有効性を確認す

ることができる。 
つまり、個々の交通施設の整備・維持管理による効

果のみならず、現在おかれているサービス水準を客観的

に評価する手法が求められていると言える。社会資本整

備に関する QOL の研究が行われているが、本論文では、
交通施設のサービス水準に関して、 QOM 
(Quality of mobility)を定義し、効率性及び衡平性(equity)
の視点から評価することを提案する。 
本論文では、アマルティア・センの capability アプロ
ーチの考え方に基づき、交通環境が各種活動のしやすさ

に及ぼす影響を分析し、地区別属性別 QOM 値を算出
し、施策効果による衡平性と効率性の評価を行うことを

目的とする。 
図 1 に示すように、ある目的の達成可能性を評価し、
その上で、その目的を選択する自由をもつという考え方

をとる。つまり、「移動の自由は、基本的な人権の一

つ」であるとの姿勢を前提に評価を行う。既に筆者１）

らは、capability アプローチに基づき、移動可能性と移
動選択性からなる図 2 に示すパスダイアグラムを用い
て、各種変数間の因果関係をモデル化する手法を報告し

ている。以下、本手法の特徴を述べる。 
① 交通主体については、属性別にモデルを構築するこ
とで、移動可能性の違いを表現する。 

② 移動可能性については、「交通手段選択による移動
可能性」と「移動時間による移動可能性」、｢交通

施設の移動快適性｣から構成されるとする。 
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③ これら 3 つの移動可能性の要因を統合化し、移動
目的別の「移動しやすさ」を求め、さらに、目的を

統合しQOMとする。 
本論文では、上記手法を基本に、さらに、交通サー

ビス水準の地域間評価を行うため、QOM を空間的に評
価する手法の提案を行う。具体的には、1) 利用する道
路移動快適性を評価するモデル、２) 複数の目的地の選
択性を評価するモデル、３) 衡平性と効率性を同時に評
価する指標の検討を行った後、４) モデル都市を対象に
したQOMによる分析と交通政策の方向性について検討
を行っている。 
本論文では、各ゾーン別に同一のサービス水準

(QOM)を有する代表的個人が存在すると仮定し、成人
男、成人女、高齢者の各属性別QOMの算出を行ってい
る。 

 

①capability(達成可能な機
能の集合)

②達成した機能の集合(選択
の自由)

　
大規模商店への移動
　　　文化施設への移動

通勤、通学、
業務、
日常買物

 
図1 移動可能性の束としての capability イメージ 
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  図2 全体構成のパスダイアグラムのイメージ 
 

２．QOMを評価するモデルの構築 

 

（１）交通施設移動快適性サブモデル 

国土交通省「走りやすさマップ」で得られた区間別



 ２

道路構造評価ランクデータを用いて、OD 間の移動快適
性を評価するモデルを提案する。 
国土技術政策総合研究所 2）により、「走りやすさマ

ップ」で用いられる道路構造評価ランクと、モニターに

よる主観的評価が概ね一致しているとの報告がある。ま

た、清水 3）らの研究で、地点評価の単純集計が区間評

価とならない可能性があることを指摘している。 
松井 4）らの研究では、渋滞定義は渋滞速度ばかりで

はなく、その継続時間をも考慮して行うことが必要であ

るとし、Bloch の法則にほぼ当てはまることが示されて
いる。Bloch の法則は、主に明るさの知覚において顕著
な関係を示しており、光の強さ(刺激強度)が大きいほど、
被験者が光を知覚するのに要する照射時間は短くてすむ

ことを表している。 
KTI =× (一定)       (１)            

  ここに、I:刺激強度、T:継続時間、K:閾値 
 
上記研究成果を踏まえて、図 3 に示すように悪路で
の走行継続距離が、各区間の快適性を悪化させるとする。

さらに、OD間の移動快適性は、図 3に示す各区間の快
適度面積合計に比例するとする。また、刺激強度につい

ては、国土技術政策総合研究所 2）の道路構造評価ラン

ク別の主観的評価の平均値を用いている。 
上記結果を検証するために、利用者のＯＤ間の「移

動しやすさ」に関する満足度との関係を分析した。移動

満足度は、住民アンケートで目的施設が明確となってい

る日常買物移動と日常病院移動に関して、「移動しやす

さ」のゾーン平均値を集計した。この移動満足度と図 3
で算出した快適度面積との関係をグラフに示したものが、

図４であり、両指標には相関性があると言える。 
 
 
 
 
 
 
 
図3 OD間の「走りやすさ」の快適度の算出方法イメージ 
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図４ 道路快適性の利用者意識と、モデル値との相関 

（２）その他の移動可能性サブモデル 

その他のサブモデルについては、筆者１）らによって

報告してあることから、概要のみ記述する。「交通手段

の選択による移動のしやすさMCM」は、手段選択ロジ
ットモデルの効用値を用いており、「移動時間による移

動のしやすさ TCM」は、利用頻度を考慮した移動許容
時間によりモデル化している。また、これらの要素を統

合化するモデルについては、図 5 に示すように構造方
程式を用いパス係数によりモデル化している。 

移動の
　　しやすさＣ

交通手段の選択による
移動のしやすさ　MＣＭ

移動時間による移動の
しやすさ　TＣＭ

交通施設の移動快適性
FＣＭ

利用頻度　FRQ

満足度 SAT  
図5 移動可能性の統合モデルのパスダイアグラム 
 
（３）目的地選択自由性サブモデル 

 目的地の選択自由性については、各施設までの

「移動しやすさＡＣ」を式(２)により定式化する。 
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ここで、i:対象ゾーン, j:目的地,k:目的,Ｒ:施設の魅力
度,A:施設規模・施設質,Ｃ:ij間の「移動のしやすさ」 

 
（４）移動目的の選択性サブモデル 

筆者１）らは、各目的の「移動のしやすさＡＣ」を

合成し QOM に算出する方法として、各目的の「移
動のしやすさＡＣ」を主成分分析し 2 つの成分

( 21 , xx )に集約したのち、コブ=ダグラス型関数によ

り定式化する方法を提案している。 

  αα −1
21 xaxQOM＝                      (３) 

α :支出シェア 
ここで、式(４)を用いて、モデル上の最大・最小の

QOM値から、各 QOMを百分率で表示する。QOMR
は、0から 100までの間をとり、0は移動不可能を意
味し、100は最も自由に移動できる状態を示す。 

MINMAX

MIN

QOMQOM
QOMQOM

QOMR
−

−
−1＝    (４) 

ここで、 MINMAX QOMQOM 、   は、交通条件等を

最も良い状態、悪い状態にした場合のモデル値 
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（５）効率性及び衡平性の評価指標の設定 

a） 評価指標の考え方 
現時点で判断すれば、効率性と衡平性はトレードオ

フの関係にある。一方で、地方都市は人口減少等により

大きな転換期にあり、現在の最適政策が時間の経過とと

もに最適でなくなる可能性が高まってきている。また、

図 6 に示すように、提供した交通サービスにより都市
や地域の構造が大きく変化し、結果として提供した交通

サービスが最適でなくなる可能性がある。 
このため、本論文では、「交通施設を整備・維持し

た結果として、将来の国民のQOMを限りなく高めるこ
とを目的とし、投資費用が効率的に運用され、かつ衡平

なサービスを享受できる」ことを評価する。特に、地方

都市において人口減少の要因の影響は大きく、この影響

を前提としたQOMの評価を実施することが必要である。 
b） 評価指標の設定 
不平等指標として、ジニ係数やアトキンソン指標が

ある。アトキンソン指標は、不平等回避度を表すパラメ

ータεを特定することで評価する指標であり、パラメー

タεが大きいほど低サービス者を重視することとなる。

小林 6）は、衡平性と効率性のトレードオフの関係を考

慮できる指標としてアトキンソン指標を挙げており、本

研究では、式(5)のアトキンソン型関数を用いて評価を
行う。 
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      ここで、 :: nQOMRx 、 人口 

３．実際の都市を対象とした評価 

 

（１）対象地域と調査の概要 

熊本県山鹿市を対象にして、現在のQOMの地域間比
較・属性間比較を行い、さらに、今後の人口動向を踏ま

え QOM の推移を分析し、QOM を高めるための施策の
方向性について述べる。山鹿市は、人口 5 万人、平成
15 年に１市 3 町が合併した地方都市である。県都熊本
市から約 1 時間の距離にあり、高次都市機能は熊本市
に依存しているものの、通勤・通学圏として独立した圏

域を形成し、旧山鹿市街地を中心として、国道３２５号

沿線に人口が集中している地域である。 
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図6 QOMと人口、活動目的施設の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図７ 山鹿市の人口分布（４次メッシュ人口） 
（２）ＧＩＳデータによるネットワークデータ等の作成 

GIS データを用いて、幅員３ m 以上の道路で道路ネ
ットワークデータを形成した。さらに、「走りやすさマ

ップ」でランク表示している路線は国県道であるため、

それ以外の市道・農道等については、幅員から判断し、

「走りやすさマップ」の道路構造評価ランクの設定を行

っている。また、自動車免許、自動車保有、送迎の有無

の交通条件については、アンケートで得られた属性別の

値を将来とも用いている。 
 
（３）将来人口及び施設魅力度の設定 

集落単位での将来人口推計が困難なため、既計画で

推計されている表 2 の地区別人口を用いて、地区別に
一律に変化割合を乗じて設定する。また、表１に示す施

設位置及び施設魅力度も、施設の背後圏人口等によって

統廃合される可能性があるが、本研究では、通勤・業

務・日常買物・日常交流施設の魅力度のみが人口減と同

様の比率で低下すると考える。 
 

表１ 目的施設と魅力度の設定 

対象施設 魅力度

通勤 従業員数

業務 従業員数

日常買物 主要商業施設 －

大規模買物 熊本市都心部 －

日常交流 観光レジャー施設、温泉等 －

日常病院 市内病院 －

大規模病院 熊本市都心部 －

文化交流 熊本市都心部 －

観光 菊池 －

４次メッシュの従業人口で一定の集
積のある地区

      表2 山鹿市の将来人口 

平成１２年

旧山鹿市 32944 32242 (0.98) 31386 (0.95) 30359 (0.92)

鹿北町 5290 5087 (0.96) 4850 (0.92) 4581 (0.87)

菊鹿町 7524 7301 (0.97) 7036 (0.94) 6763 (0.90)

鹿本町 8522 8333 (0.98) 8137 (0.95) 7894 (0.93)

鹿央町 5211 4852 (0.93) 4490 (0.86) 4135 (0.79)

山鹿市 59491 57815 (0.97) 55899 (0.94) 53732 (0.90)

資料:山鹿市資料

平成17年 平成22年 平成27年
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（４）QOMを用いた交通サービス水準の分析 

現状の QOMRによる地域間比較を図 8に見ると、市
街地部及び国道３号、国道３２５号沿線で QOMR 値が 
平均値である 73%より高い水準にある。図９に示すよ
うに、約 2 割で平均を下回るサービス水準にあり、現
在の水準から判断すると新たに交通サービスの提供が必

要な対象者となる。 
しかしながら、今後、市街地部よりも山地部の人口

減少が著しいため、交通条件が変化しなくとも、表３に

示すように一人あたりの QOMR 値が上昇し、ジニ係数
もわずかであるが改善する結果となっている。つまり、

市街地の利便性を高めることが QOM の向上に寄与す

ると言える。 
山地部の人口減によって地域間格差が是正されたた

め、アトキンソン指標の不平等回避度を表すパラメータ

εが大きいほど、QOMA の改善効果が見られる結果と
なっている。 

 
（５）今後の社会資本整備・運用の方向性 

人口減少・少子高齢化の進行する地方都市では、住

民一人当たりのQOMによるサービス水準を高め、その
衡平性を高めるためには、人口の配置、商業施設・交流

施設等の施設配置、その上で交通サービスの提供方法等、

都市地域計画としての取り組みが必要であり、中心部へ

の人口誘導が必要となる。 
交通政策についても、2 つの視点で取り組む必要があ
る。つまり、長期的視点で実施する道路等の交通資本ス

トックに関する交通政策と、現時点でサービス水準の低

い対象者への、バスサービス等の交通運用に関する交通

政策である。 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 現況のQOM分布(高齢者) 
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図９ QOMランク別人口構成率 
 
 表３ 山鹿市のQOMの推移 

QOMR平均値 73.28 74.00 74.40 1.12

ジニ係数 0.098 0.096 0.095

アトキンソン指標ε=0.3 0.008 0.008 0.008

QOM-A値 72.72 73.41 73.87 1.15

アトキンソン指標ε=0.5 0.014 0.014 0.014

QOM-A値 72.26 73.00 73.43 1.17

アトキンソン指標ε=0.8 0.025 0.025 0.024

QOM-A値 71.44 72.18 72.66 1.22

 

 
４．おわりに 

本研究の成果として、「走りやすさマップ」を活用

した道路の快適性を定量化する手法の提案を行い、移動

時間等の要因も加えて、地域間及び属性別QOMを評価
する手法の提案を行った。その上で、アトキンソン指標

を用いて、効率性と衡平性を同時に評価する指標の提案

を行った。その結果、人口減少等の進行する地方都市に

おいては、将来の人口配置・施設配置を踏まえた交通政

策が必要であり、一人当たりのサービス水準と衡平性の

向上が同一の施策方向であることが分析できた。 
QOM が人口移転等に及ぼす影響、アトキンソン指標
のεの設定方法等、今後の検討課題である。    
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